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補正予算成立

事業概要

本事業では、家庭のエネルギー消費で⼤きな割合を占める給湯分野について、⾼効率給湯器の導⼊⽀援を⾏い、その普及拡⼤に
より、「2030年度におけるエネルギー需給の⾒通し」の達成に寄与することを⽬的とします。

消費者等に対し、家庭でのエネルギー消費量を削減するために必要な⾼効率給湯器の導⼊に係る費⽤を補助。
※ 申請手続については、消費者等と契約の締結等を行った事業者等が代行する
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・申請書類
・実績報告書類 等

契約・購⼊等

①代⾏事業者登録
②申請～実績報告の手続⽀援

国
執行団体

（民間団体等）
間接補助事業者
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ハウスメーカー
工務店
家電量販店
エネルギー供給事業者 等

申請等手続代⾏者

補助 補助

事業目的

事業スキーム

手続期間等
閣議決定

契約締結

執⾏団体決定 公募開始
申請・完了報告

期限（R6.2末）

交付申請 完了報告工事着手

事業者登録開始

事業者
登録
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令和４年度補正予算案 ：３００億円

※ 事業者登録の詳細については、以下のページもご覧下さい。
URL：https://kodomo-mirai.mlit.go.jp/news/2022110801.html



補助金の対象給湯設備

家庭用燃料電池 ハイブリッド給湯機 ヒートポンプ給湯機

特徴

都市ガスやLPガス等から水素を作り、その
水素と空気中の酸素の化学反応により発
電するもの。エネルギーを燃やさずに直接利
用するので⾼い発電効率が得られる。また、
発電の際に発生する排熱を回収し、お湯
をつくるため給湯に利用が可能。

ヒートポンプ給湯機とガス温水機器を組み
合わせたもの。ふたつの熱源を効率的に用
いることで、⾼効率な給湯が可能。

ヒートポンプの原理を用い、冷媒の圧縮と
膨張のサイクルにより、お湯を作り、お湯を
貯湯タンクに蓄えて使用するもの

補助額（予定） 15万円／台 5万円／台 5万円／台

出所）三菱電機出所）アイシン 出所）リンナイ

ヒートポンプ給湯機（エコキュート）ハイブリッド給湯機家庭用燃料電池（エネファーム）
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【商品例】



１．家庭用燃料電池の支援対象製品
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出所）パナソニック ※一部、資源エネルギー庁編集

⚫ 家庭用燃料電池の⽀援対象機器は、都市ガスやLPガス等から水素を作り、その水素と空気中の
酸素の化学反応により、発電するものとする（燃料電池の形態により、固体⾼分子形燃料電池
（PEFC）と固体酸化物形燃料電池（SOFC）に分類される）。

⚫ ⽀援対象製品は、一般社団法人燃料電池普及促進協会（FCA）の製品登録に必要な要件
を満たしたものとする予定。

■固体⾼分子形燃料電池
＜燃料電池関連＞
✓ 定格運転時に0.5~1.5kWの発電出力があること。また、熱出力温度

（燃料電池ユニット部出口における温水温度）は50℃以上であること。
✓ 燃料電池の排熱を回収し、熱を有効利用できる機構を持つこと。
✓ 定格運転時における低位発熱量基準の発電効率33%以上、総合効

率が80%以上であること 等
＜貯湯関連＞
✓ 燃料電池ユニットの排熱を蓄えられる貯湯槽を有すること。
✓ 貯湯容量が150L以上であること。 等

＜FCAの製品登録に必要な主な要件＞

■固体酸化物燃料電池
＜燃料電池関連＞
✓ 定格運転時に0.5~1.5kWの発電出力があること。また、熱出力温度

（燃料電池ユニット部出口における温水温度）は60℃以上であること。
ただし、定格運転時における低位発熱量基準の発電効率が47%以上
かつ熱出力温度が65℃以上の場合、発電出力は0.4kW以上とする。

✓ 燃料電池の排熱を回収し、熱を有効利用できる機構を持つこと。
✓ 定格運転時における低位発熱量基準の発電効率40%以上、総合効

率が80%以上であること 等
＜貯湯関連＞
✓ 燃料電池ユニットの排熱を蓄えられる貯湯槽を有すること。
✓ 貯湯容量が50L以上であること。 等

燃料ガス



２．ハイブリッド給湯機の支援対象製品

⚫ ハイブリッド給湯機の⽀援対象機器は、熱源設備として電気式ヒートポンプとガス補助熱源機を併
用するシステムで、貯湯タンクを持つ機器とする。

⚫ ⽀援対象製品は、一般社団法人日本ガス石油機器工業会の規格（JGKAS A705）で、年
間給湯効率が108%以上のものとする予定。

図 ハイブリッド給湯機の仕組み（給湯の場合）

出所）ノーリツ 出所）リンナイ
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ふたつの熱源を
効率的に利用



３．ヒートポンプ給湯機の支援対象製品

⚫ ヒートポンプ給湯機の⽀援対象機器は、省エネ法上のトップランナー制度の対象機器である「エコ
キュート」とする。

⚫ ⽀援対象製品は、上記のエコキュートのうち、2025年度の⽬標基準値以上のものとする予定。た
だし、「おひさまエコキュート」については、おひさまエコキュートに適した測定方法が確立されていない
ため、2025年度の⽬標基準値を満たしていないものも対象とする予定。

2025年度⽬標の区分
2025年度
目標基準値区分名 想定世帯 貯湯缶数 貯湯容量 仕様

Ａ
少人数 － －

一般地 3.0

Ｂ 寒冷地 2.7

Ｃ

標準

一缶

320L未満
一般地 3.1

Ｄ 寒冷地 2.7

Ｅ 320L以上
550L未満

一般地 3.5

Ｆ 寒冷地 2.9

Ｇ
550L以上

一般地 3.2

Ｈ 寒冷地 2.7

Ｉ
多缶 －

一般地 3.0

Ｊ 寒冷地 2.7

✓ 太陽光発電の電気を活用することで、利用者は、光熱費の削減が
可能（条件によっては、太陽光パネルの貸与も可能）

✓ 電力会社は、おひさまエコキュート専用の電気料金プランを提供。
✓ 日本全体では、カーボンニュートラル、電気需要最適化にも貢献。

おひさまエコキュート
（太陽光発電の余剰電力を活用したヒートポンプ給湯機）

ヒートポンプ給湯機（エコキュート）の省エネ基準
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「高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」と
主な他の補助金との重複申請可否について
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⚫ 次の事業は、本事業における支援対象機器が補助事業の対象経費等に含まれているため、重複申
請不可。
➢ 国土交通省
• こどもみらい住宅⽀援事業
• こどもエコすまい⽀援事業
• 地域型住宅グリーン化事業
• LCCM住宅整備推進事業

➢ 経済産業省
• 次世代ＺＥＨ＋実証事業（ただし、家庭用燃料電池に限り、同事業で加算補助申請をしない場合は、本事
業へ重複申請可）

• 超⾼層ZEH-M実証事業

➢ 環境省
• ＺＥＨ等（ＺＥＨ＋含む）⽀援事業（家庭用燃料電池は同事業の⽀援対象となっていないため、本事業
に申請可能）

• 低層ZEH-M⽀援事業（家庭用燃料電池は同事業の⽀援対象となっていないため、本事業に申請可能）
• 中⾼層ZEH-M⽀援事業

【新築向け】



「高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」と
主な他の補助金との重複申請可否について
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⚫ 次の事業は、本事業における支援対象機器が加算対象となっているため、その加算を受けない場合
に限って、本事業の申請が可能。
➢ 国土交通省
• こどもみらい住宅⽀援事業（家庭用燃料電池は同事業の⽀援対象となっていないため、本事業に申請可能）
• こどもエコすまい⽀援事業（家庭用燃料電池は同事業の⽀援対象となっていないため、本事業に申請可能）
• 住宅エコリフォーム推進事業／住宅・建築物省エネ改修推進事業
• 長期優良住宅化リフォーム推進事業

➢ 環境省
• 既存住宅の断熱リフォーム⽀援事業（家庭用燃料電池は同事業の⽀援対象となっていないため、本事業に申
請可能）

【既築向け】

【注：自治体の実施する事業との併⽤について】
その他自治体で実施する事業との併⽤については、補助制度を行っている自治体に併⽤の可否をご確認ください（自
治体事業の財源が国庫負担となっている場合は重複申請不可）。


